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２０１８年度は、前期と比較して、増収増益の決算となりました。

１８年度の業績について、売上高は、＋１０．４％、＋１，８５０億円増収の１兆９，６
２３億円となりました。これは、「ガスセグメント」において、都市ガス販売量は減少し
たものの、原料費調整に伴う単価増等により都市ガス売上が増加したこと、「電力セ
グメント」において、小売件数増に伴う販売量増加により電力売上が増加したこと、
「エネルギー関連セグメント」において、エンジニアリングソリューションの売上が増
加したことが主な要因です。

営業費用は、「ガスセグメント」における、フレーム影響等に伴う単価増等による都
市ガス原材料費の増加、「電力セグメント」における販売量増加による電力営業費
用の増加等により、＋１２．５％、２，０７６億円増の１兆８，６８６億円となりました。

この結果、営業利益は▲１９．４％、▲２２６億円減の９３７億円、経常利益は▲１９
．９％、▲２２２億円減の８９３億円と、それぞれ減少しました。

さらに、特別利益として固定資産売却益、投資有価証券売却益を、特別損失とし
て投資有価証券評価損を計上し、法人税等を計上した結果、親会社株主に帰属
する当期純利益は、＋１２．８％、９６億円増の８４５億円となりました。

なお、投資有価証券評価損▲７８億円は、第２四半期に計上した海外投資案件
に関わる▲６３億円に加え、他の海外投資案件に関して▲１４億円を追加計上した
ものです。
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都市ガス販売量は、▲２．４％、▲３億７千万ｍ3減の１５１億９千８百万ｍ3となりま
した。ガス販売量の減少は、平均気温が前年より＋１．３℃と非常に高かったことに
よる▲２億７千７百万m3の減少、および小売お客さま件数の減少に伴う▲１億３千１
百万m3の減少が主な要因です。
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電力販売量は、＋５．６％、８億２千６百万kWh増の１５４億８千２百万kWhとなりま
した。小売は、契約件数の増加等により＋４３．５％の６５億５千５百万kWhとなりまし
た。小売件数はキャンペーンの効果もあり順調に増加しており、３月末時点におい
ては１７７万４千件のお客さまに供給しております。

一方、卸他については、自社電源を小売にシフトしたこと等により、▲１１．５％の
８９億２千６百万kWhとなりました。



５ページには、セグメント別の売上高、および営業利益に持分法損益を加えたセ
グメント利益とその増減を記載しております。
１８年度よりセグメントの一部を変更しておりますので、前年同期実績については
、新セグメントに組み替えた値を「移行後」として表示しております。
セグメント利益については、「ガスセグメント」の利益減少▲２６８億円が、全体利
益を押し下げております。
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ガスセグメントにおいては、高気温および油価上昇によるスライド影響等により、
都市ガス粗利が▲２６０億円となりました。また、都市ガス固定費増加による減益影
響は▲８億円ですが、年金数理差異等による退職手当増▲８０億円を除いた固定
費は減少しております。
電力セグメントですが、＋５億円の増益となりました。営業強化キャンペーン実施
等に伴う小売販売経費の増加、および外部電源調達量の増加等による電源調達
単価上昇があったものの、小売り件数・販売量が増加したことによる粗利増等により
、増益となりました。
海外セグメントについては、７６億円の増益となりました。昨年度に稼働を開始し
た上流プロジェクトのゴーゴンプロジェクトにおける販売量増および初年度のコスト
負担が一段落したことによる増益の他、油価の上昇に伴い上流プロジェクトの利益
が増加しました。
エネルギー関連セグメントについては、大規模受注物件の工事進行に伴う、売上
高の増加および利益率の改善があったものの、メンテナンス費用の引当金の繰り
入れ増等により▲８億円の減益となりました。
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７ページにはキャッシュフローの使途を記載しておりますので、ご覧下さい。
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８ページで、１８年度の株主還元についてご説明いたします。

収支動向を勘案し、期末配当金を１株当たり５円増額いたします。これにより、年
間では６０円を予定します。

また、株主の皆さまへの総分配性向６割という基本方針に基づき、配当総額２６９
億円に加えて、２４０億円、１千万株をそれぞれ上限とする自社株所得を１９年度中
に実施します。これにより、配当支払いと自社株取得を加えた株主総分配性向は、
６０.３％となる予定です。

なお、取得した自社株は速やかに消却する予定です。

２０１８年度実績のご説明は、以上となります。
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２０１９年度の見通しについて、前期との比較でご説明申し上げます。

１９年度は、親会社株主に帰属する当期純利益ベースで、増収増益と見通してお
ります。見通しの前提となる経済フレームは、為替レートを１ドル１１０円、原油価格
を１バレル当たり７０ドルとしております。

売上高は、電力販売量の増大により、＋８０７億円の２兆４３０億円の見通しです。

営業費用は、電力販売量増に伴う費用の増加、およびシステム費用の増加により
、＋５２４億円の１兆９，２１０億円の見通しです。

この結果、営業利益は＋２８３億円の１，２２０億円、経常利益は＋３０７億円の１，
２００億円、親会社株主に帰属する当期純利益は、＋１５億円の８６０億円を見通し
ております。

なお、原料価格の変動に伴うスライドタイムラグの改善による影響＋９１億円と年
金数理差異償却額▲７６億円を補正した、補正経常利益につきましては、１，１８５
億円となっております。
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ガス販売量の見通しについてご説明いたします。

１９年度の都市ガス販売量については、前提とする平均気温を平年並みとしたこ
とによる家庭用の販売量増加があるものの、その他用途の販売量減少により、合計
で▲４.３％の１４５億４千１百万ｍ3と見通しております。

一方、都市ガス販売量は減少するものの、ビジョンベースでのガス販売量の見通

しについては、真岡発電所の稼働に伴いトーリングによるガス自家使用量が増える
こと等により、約２億ｍ3増加する見通しです。
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電力販売量の見通しにつきまして、１２ページをご覧ください。

小売件数２４０万件の目標を、一年前倒しで達成すること等により、電力販売量は
＋２８．８％の１９９億４千１百万kWhと見通しております。



１３ページでは、セグメント別に１９年度の売上高、セグメント利益の見通しを、前年
度との比較で記載しています。
セグメント別の主な利益増減については、次のページでご説明いたします。
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ガスセグメントの＋２９９億円の増益は、主にスライド差と気温影響の改善等による
粗利増によるものです。
電力セグメントの＋８億円の増益は、真岡発電所の試運転費用やシステム関係費
など固定費の増加がある一方で、販売量の増大やフレーム影響等に伴い粗利が増
加することによるものです。
海外セグメントの▲２６億円の減益は、上流プロジェクトにおける販売数量減に伴う
利益減によるものです。



１５ページでは１９年度のキャッシュフローの使途についてお示ししております。
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１６ページには、連結ベースの主要計数を掲載しております。
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巻末には、参考資料として経済フレーム感度表に加え、１８年度から本日までの
主なプレスリリース一覧、海外プロジェクト一覧、電力・都市ガスのスイッチング件数
の推移を掲載しておりますので、ご参照ください。
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